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（Ｉ）職員採用試験の状況

最終合格者数受験者数応募者数試験区分職種

70人1155人1487人事務事務職

19人164人207人土木、建築等技術職

22人195人219人保育士保育職

13人61人66人保健師等看護保健職

3人28人33人薬剤師等医療技術職

2人70人72人調理員労務職

30人518人577人消防士消防職

2人22人23人高等学校教諭教育職

161人2213人2684人合　計

　平成２２年度に実施した西宮市職員採用試験の状況は、表 Ｉ のとお
りです。

　地方公務員法の規定により、職員の福利厚生の増進を図ることを目
的として、条例に基づき「財団法人西宮市職員自治振興会」を設置し、
給付事業やレクリエーション事業、職員会館の管理運営などを行って
います。
　また、職員の年金制度や健康保険制度については、地方公務員等共
済組合法に基づき設置されている「兵庫県市町村職員共済組合（公立
学校の教職員については公立学校共済組合）」に加入しています。

　市長、副市長の給料と市議会議員の報酬は、学識経験者や市内の公
共的団体の代表者などで構成する特別職報酬等審議会の意見を聴き、
市議会の議決を経て条例で定められています。それぞれの支給額は、
表Ｈのとおりです。

（Ｈ）特別職の報酬等の状況　　　　　　　　　   （平成23年4月1日現在）

退職手当の算定方式期末手当
（平成22年度支給割合）報酬月額等区　分

〈a〉×在職月数×0.49

3.95月分

108万5400円
（120万6000円）〈a〉市長

給
料

〈b〉×在職月数×0.3690万5820円
（97万4000円）〈b〉副市長

82万7000円議長
報
酬

74万8000円副議長

68万7000円議員

斬 カッコ内は減額措置を行う前の金額です
斬 期末手当については、市長20％、副市長15％の減額をしています

　職員の服務の根本基準は、地方公務員法第３０条において「すべて
の職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職
務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならな
い」と定められています。
　また、市では職員に対して、平成２２年度は３回にわたり綱紀の粛
正に関する通達等を出し、公務員としての自覚を促すなどして、市政
への市民の信頼確保に努めています。
　２２年度の懲戒処分件数は、停職４件でした。

⑨ 職員採用試験の状況

⑥ 特別職の報酬等の状況

⑦ 職員の福利厚生の状況

⑧ 職員の服務の状況

   （各年4月1日現在）（Ｊ）部門別職員数の状況と主な増減理由

主な増減理由
対前年

増減数

職員数区　分

平成23年平成22年部　門

ー18人18人議会

一
般
行
政
部
門

－1人441人442人総務

－2人131人133人税務

保育体制の充実、生活保
護体制の充実16人586人570人民生

職員配置の見直し－6人443人449人衛生

－1人9人10人労働

ー6人6人農林水産

－1人13人14人商工

－2人242人244人土木

3人1889人1886人小計

職員配置の見直し－14人607人621人教育特
別
行
政
部
門

消防体制の強化5人440人435人消防

－9人1047人1056人小計

3人215人212人病院公
営
企
業
等
会
計
部
門

職員配置の見直し－6人198人204人水道

－3人65人68人下水道

ー108人108人その他

ー6人586人592人小計

－12人3522人3534人合　計

（Ｋ）定員適正化の進捗状況

平成23年平成22年平成21年区　分

47万2055人47万682人46万8887人（各年3月31日現在）人口

2936人2942人2950人（各年4月1日現在）普通会計職員数

6．22人6．25人6．29人人口1000人あたりの普通会計職員数
（各年4月1日現在）

　変革の時代に対応できる情熱と意欲を持った創造力豊かな人材の育成
を目指して、さまざまな研修に取り組んでいます。
　平成２２年度は、若手・中堅職員が能力開発を主体的に行える選択型
の「ステップアップ研修」、政策形成能力の向上を図る「新撰・政策
ワークショップ研修」を引き続き実施したほか、危機管理意識の醸成を
図ることを目的とした管理職講演会などを実施しました。
　また、高度な専門的知識の修得と人的ネットワーク構築のために外部
研修専門機関へ職員を派遣しました。

　本市では現在、事務事業や事務執行体制の見直しなどにより、定員の
適正化に取り組んでいます。平成２３年４月１日現在の部門別の職員数
の状況および主な増減理由は、表Ｊのとおりです。
　また、進捗状況は、表Ｋのとおりです。
　※職員数は、一般職に属する職員数（教育長を含む）

⑩ 職員数の状況

⑪ 職員の研修の状況
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